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このたび、平成２４年度を初年度とする「第４次総合計画後期実施計画」を策

定いたしました。この計画では、第４次総合計画に掲げる「活力と安心のまちづ

くり」「自立・自助のまちづくり」「共創・協働のまちづくり」の３つの基本理

念を軸としたまちづくりのビジョン、また、私が本市の将来像として掲げる「笑

顔あふれる ふるさと津山」を具現化し、着実に実行していくため、今後４年間

で実施する主要事業を取りまとめています。

本市を取り巻く環境は、少子高齢化や人口減少の進行により、担税能力の弱体

化や高齢化による義務的経費の増加などが危惧され、今後、益々厳しい財政運営

が求められることが予測されています。加えて、本市が抱えている、学校を始め

とする公共施設の耐震化、新クリーンセンター建設事業や土地開発公社の経営健

全化問題等、課題の整理のための多額の財政負担が目の前に迫っています。

後期実施計画では、将来を担う子どもたちに過大な負担を先送りすることなく、

今、本市が抱える様々な課題に対して正面から取組み、直面する課題に対処する

ための事業、未来への投資につながる事業を盛り込むように努めました。また、

安全・安心のまちづくりに関する取組み、教育や子育て支援に関する取組みなど、

重点的に取組む分野を設けて、選択と集中を図りました。

非常に厳しい財政状況の下、第９次行財政改革の着実な実施、財政計画との整

合を図りながら、一つひとつの施策を確実に実施することで、市民の皆様が住み

やすい、住み続けたいと思っていただけるまちづくりを目指し、子どもから高齢

者まで、笑顔で安心した暮らしができるまちの実現に努めてまいりたいと思いま

す。

市民の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。

平成２４年１月

津山市長 宮地 昭範

第４次総合計画・後期実施計画の策定にあたって
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３ 人口予測

本市の人口は、平成２２年に実施された国勢調査では、１０６，７８８人となっており、
前回の平成１７年の調査と比較して３，７８１人の減少となっています。

第４次総合計画では、平成２２年度の人口を１０９，３００人、平成２７年度の人口を
１０７，０００人と推計していますが、今回の国勢調査の結果では、この予測を上回る速さ
で人口が減少しています。平成１７年度の国勢調査に基づいた国立社会保障・人口問題研究
所の予測によると、平成２７年度の本市の人口は１０５，５１４人となっており、年齢構成
を見ると老年人口の割合が増えて、高齢化が進んでいくことがわかります。

今後、この傾向が更に進むと予測され、子育て支援や定住促進など少子・高齢化と人口減
少社会への対策が急務となっています。

○総人口の推移

○人口減少の予測 （単位：人）

※総人口には、年齢不詳の人を含むため、合計が一致しません。
※実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障・人口問題研究所の数値を引用しています。

区 分
実 績（構成比） 推 計（構成比）

平成１７年度 平成２２年度 平成２７年度

総人口 110,569 (100%) 106,788 (100%) 105,514 (100%)

年少人口
（０～１４歳）

16,618 (15.0%) 15,146 (14.2%) 14,500 (13.7%)

生産年齢人口
（１５～６４歳）

68,048 (61.5%) 63,561 (59.5%) 61,270 (58.1%)

老年人口
（６５歳以上）

25,900 (23.4%) 27,184 (25.5%) 29,741 (28.2%)

人
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○主な財政指標の推移 （単位：％）

区 分
決算実績 決算見込 推 計

平成２２年度 平成２3年度 平成24年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

実質公債比率 15.6 15.1 15.0 15.7 16.1 16.0

将来負担比率
（３カ年平均）

149.4 156.0 169.3 163.6 167.0 168.1

※将来負担比率・・・普通会計の公債費や債務負担行為に基づく将来負担のほか、公営事業会計、一
部事務組合、第三セクター等に関するものも含めた、普通会計が将来負担すべき
実質的な負債額の標準財政規模に対する比率です。

※実質公債費比率・・自治体の標準的な財政規模に対して、地方債の元利償還金に使われる一般財源
の額が、どの程度占めるかを示す指標。
この率が１８％以上になると、地方債の発行にあたり県の許可が必要となります。

6

財政再建基準
国の関与による確実な
財政再生を図る段階

早期健全化基準
自主的な改善努力による
早期健全化を図る段階

実質公債費比率の健全化判断基準

地方債の発行に
県知事の許可が必要

18%

25%

35%

早期健全化基準
自主的な改善努力による
早期健全化を図る段階

将来負担比率の健全化判断基準

350%

財政再生基準
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